
平成２６年度における主要施策成果説明書

１ 決算の概要

平成 年度の一般会計決算は、歳入が前年度と比較して△ ％、 千円の26 14.3 1,030,270
減で総額 千円、歳出が△ ％、 千円の減で総額 千円とな6,184,651 14.3 1,000,924 6,013,441
りました。

歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支が 千円、この額から繰越明許費171,210
のために翌年度に繰り越すべき財源 千円を差し引いた実質収支は 千円の46,659 124,551
黒字となっています。

この実質収支（歳計剰余金）の処分については、地方財政法第７条の規定に基づき、

千円を財政調整基金に積み立て、残額の 千円を平成 年度への繰越金と64,000 60,551 27
しました。

また、実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は 千円の黒字と12,389
なり、この単年度収支に基金積立金 千円を加算し、基金取崩額 千円を差し210 100,000
引いた実質単年度収支は 千円の赤字となっています。87,401
なお、各区分ごとの決算額は地方財政状況調査（決算統計）によります。

〔 決算の収支状況 〕

平成26年度 平成25年度 差　　引 伸　　率

歳 入 総 額 Ａ 6,184,651 7,214,921 △ 1,030,270 △ 14.3

歳 出 総 額 Ｂ 6,013,441 7,014,365 △ 1,000,924 △ 14.3

形 式 収 支 Ｃ＝Ａ－Ｂ 171,210 200,556 △ 29,346 △ 14.6

翌 年 度 繰 越 財 源 Ｄ 46,659 88,394 △ 41,735 △ 47.2

実 質 収 支 Ｅ＝Ｃ－Ｄ 124,551 112,162 12,389 11.0

単 年 度 収 支 Ｆ 12,389 14,337 △ 1,948 △ 13.6

積 立 金 Ｇ 210 23,860 △ 23,650 △ 99.1

繰 上 償 還 金 Ｈ 0 0 0 －

積 立 金 取 崩 額 Ｉ 100,000 50,000 50,000 100.0

実 質 単 年 度 収 支 Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ △ 87,401 △ 11,803 △ 75,598 640.5

区　　　　　分

（ 単位：千円・％ ）



（ 歳 入 ）

平成 年度の歳入決算額は 千円で、前年度に比べ 千円減少してい26 6,184,651 1,030,270
ます。歳入科目ごとの決算額は下表のとおりです。

前年度と比較しますと、自主財源は固定資産税（償却資産分）の減などにより町税が

前年比 ％減少しています。繰入金の大幅な増については、平成 年度に創設した苓4.2 25
北町地域の元気基金の繰り入れによるもので、全体では ％の増となっています。8.8
依存財源につきましては、国庫支出金、県支出金、町債とも平成 年度に実施した経25

済対策関連事業の減によるもので、前年度と比較して全体で ％の減となりました。24.5

〔 歳入決算額 〕

平成26年度 平成25年度 差　　引 伸　　率 構成比

1,676,791 1,750,616 △ 73,825 △ 4.2 27.1

69,339 60,693 8,646 14.2 1.1

49,319 49,031 288 0.6 0.8

34,328 33,596 732 2.2 0.6

2,548 1,858 690 37.1 0.0

401,203 132,476 268,727 202.8 6.5

140,556 133,564 6,992 5.2 2.3

39,037 56,965 △ 17,928 △ 31.5 0.6

2,413,121 2,218,799 194,322 8.8 39.0

61,754 64,753 △ 2,999 △ 4.6 1.0

1,002 1,173 △ 171 △ 14.6 0.0

3,633 1,139 2,494 219.0 0.1

3,645 232 3,413 1,471.1 0.1

93,715 77,184 16,531 21.4 1.5

5,501 11,804 △ 6,303 △ 53.4 0.1

1,066 814 252 31.0 0.0

1,262,625 1,188,106 74,519 6.3 20.4

1,013 1,061 △ 48 △ 4.5 0.0

854,583 1,748,145 △ 893,562 △ 51.1 13.8

411,580 591,732 △ 180,152 △ 30.4 6.7

1,071,413 1,309,979 △ 238,566 △ 18.2 17.3

3,771,530 4,996,122△ 1,224,592 △ 24.5 61.0

6,184,651 7,214,921△ 1,030,270 △ 14.3 100.0

区　　　　　分

　町　税

（ 単位：千円・％ ）

　分担金及び負担金

　使用料及び手数料

　財　産　収　入

　寄　附　金

　国庫支出金

　県支出金

　町　債

　地方譲与税

　利子割交付金

　配当割交付金

　株式等譲渡所得割交付金

　地方消費税交付金

　自動車取得税交付金

　地方特例交付金

　地方交付税

　交通安全対策特別交付金

　繰　越　金

　諸　収　入

合　　　　　計

自

主

財

源

依

存

財

源

小　　　　　計

小　　　　　計

　繰　入　金



（ 歳 出 ）

平成 年度の歳出決算額は 千円で、前年度に比べ 千円減少してい26 6,013,441 1,000,924
ます。

歳出の目的別分類は、行政活動のどの分野にどれだけの経費が投入されているかをみ

るものです。前年度と比較して増減が大きいものについて説明します。

総務費 苓北町地域の元気基金積立の減

衛生費 水道特別会計繰出金（笹尾浄水場更新）の減

農林水産業費 漁村再生交付金事業（臨港道路）の減

土木費 社会資本整備総合交付金事業（都呂々港改修）の減

消防費 緊急防災・減災事業の減

歳出の性質別分類は、人件費・扶助費・公債費のように法令上又はその性質上支出を

義務づけられている義務的経費、道路橋りょう・学校・公営住宅建設などに要する経費

である投資的経費、物件費、繰出金、補助費等のその他の経費に大別することができま

す。前年度と比較して増減の大きいものについて説明します。

〔 目的別歳出決算額 〕

平成26年度 平成25年度 差　　引 伸　　率 構成比

82,317 72,423 9,894 13.7 1.4

739,618 1,030,489 △ 290,871 △ 28.2 12.3

1,390,888 1,287,231 103,657 8.1 23.1

368,998 624,788 △ 255,790 △ 40.9 6.1

0 11,935 △ 11,935 △ 100.0 －

433,547 828,711 △ 395,164 △ 47.7 7.2

161,780 188,126 △ 26,346 △ 14.0 2.7

605,604 995,330 △ 389,726 △ 39.2 10.1

352,561 511,833 △ 159,272 △ 31.1 5.9

1,126,999 834,476 292,523 35.1 18.7

133,522 17,155 116,367 678.3 2.2

617,607 611,868 5,739 0.9 10.3

6,013,441 7,014,365△ 1,000,924 △ 14.3 100.0

（ 単位：千円・％ ）

区　　　　分

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

合 計



人件費 職員給の引き上げ、議員報酬・特別職給の独自削減廃止による増

扶助費 臨時福祉給付金・臨時特例給付金の増

補助費 広域連合負担金（消防庁舎建設）の減

積立金 苓北町地域の元気基金積立金の減

繰出金 水道特別会計繰出金（笹尾浄水場更新）の減

普通建設事業費 社会資本整備総合交付金事業（都呂々港改修）などの減

各課ごとの主要な施策は次のとおりです。

〔 性質別歳出決算額 〕

平成26年度 平成25年度 差　　引 伸　　率 構成比

855,790 816,012 39,778 4.9 14.2

852,158 781,636 70,522 9.0 14.2

617,607 611,868 5,739 0.9 10.3

2,325,555 2,209,516 116,039 5.3 38.7

518,865 525,519 △ 6,654 △ 1.3 8.6

84,711 79,360 5,351 6.7 1.4

526,397 665,830 △ 139,433 △ 20.9 8.7

2,335 299,957 △ 297,622 △ 99.2 0.0

7,464 7,584 △ 120 △ 1.6 0.1

782,970 1,005,962 △ 222,992 △ 22.2 13.0

1,922,742 2,584,212 △ 661,470 △ 25.6 31.9

1,631,622 2,203,482 △ 571,860 △ 26.0 27.2

133,522 17,155 116,367 678.3 2.2

0 0 0 － －

1,765,144 2,220,637 △ 455,493 △ 20.5 29.4

6,013,441 7,014,365△ 1,000,924 △ 14.3 100.0

　人　件　費

（ 単位：千円・％ ）

区　　　　　分

　失業対策事業費

小　　　　計

　補助費等

　積　立　金

　投資及び出資金・貸付金

　繰　出　金

小　　　　計

　扶　助　費

　公　債　費　

小　　　　計

　物　件　費

　維持補修費

義
務
的
経
費

そ
の
他
の
経
費

投
資
的
経
費

　普通建設事業費

　災害復旧事業費

合　　　　　計



２ 事業の成果

費 目 別 施 策 と そ の 成 果

１ 総 務 課

（１）一般管理費

① 各区における地域活動を推進するため、引き続き自治会活動保険補助金

（一世帯あたり２５０円）６３１，１１０円を交付した。

、 ， ，② 地域が輝く行政区活動補助金として 行政区運営分(５１区)１９ ０８５

１８０円を一般会計から支出した。

各区からの行政通信での要望件数が１１４件有り、対応を行った。③

（２）文書広報費

① 広報れいほくを毎月２１日に発行した。

配布枚数は、町内３，０２４部、町外５５９部であった。

。 ， 。② お知らせ版を毎月５日に発行した 配布枚数は町内２ ９３７部であった

（３）交通安全対策費

交通事故防止と交通安全の確保のため、安全意識の常時啓発をはじめ、カー

ブミラー(３カ所)など安全施設の整備に努めた。

なお、町内における年次毎の事故発生件数は、次のとおりである。

件数 死者 傷者 備考

は熊本県内の数値平成 年 ２３ ０( ) ３２( ) （）21 10,487 65 13,175（ ）

平成 年 １１ ( ) ０( ) １４( ) 〃22 10,701 82 13,585
平成 年 １０ ( ) ０( ) １１( ) 〃23 10,179 88 13,013
平成 年 １２ ( ) ０( ) １５( ) 〃24 9,817 82 12,473
平成 年 １９ ( ) １( ) ２７( ) 〃25 8,732 82 11,255
平成 年 ９ ( ) ０( ) ９( ) 〃26 7,584 76 9,650

（４）庁舎管理費

平成８年の新築時に設置された庁舎の空調設備について、耐用年数の経過によ

、 、 。る不具合の多発 消費電力が大きいなどの問題があったため 設備改修を行った

（事業費６３，７２９千円）

（５）電算システム管理費

住民基本台帳 税 福祉 上下水道 農家台帳関係等 ２３の事務システム 基、 、 、 、 、 （

幹電算システム）及び財務情報、人事給与システム等（内部情報システム）の管

理・運用を行い、システム運用支援・保守にかかる委託料３８，８７５千円を支

出した。なお、平成２５年度から常駐ＳＥ（システムエンジニア）を廃止し、リ



費 目 別 施 策 と そ の 成 果

モート（遠隔操作）による支援体制に変更している。

また、法改正に伴う国民年金システムの改修を実施し１，１７８千円を支出し

。 、 、 （ ， ）た さらに 社会保障・税番号制度導入に対応して 国の補助 ６ ７２９千円

を受け住民基本台帳システム及び税システム等の改修を実施し、委託料１０，３

１０千円を支出した。

（６）情報化推進費

苓北町地域情報通信基盤施設の管理のため保守委託料２３，１３４千円を支出

し、苓北町ひかりネットワーク（ＩＰ告知端末、有線テレビジョン放送施設、光

インターネットサービス）の運用を行った。

・有線テレビジョン放送施設加入世帯７７２戸（２６年度末）

・光インターネット加入世帯・事業所８４７戸（２６年度末）

選挙期日 投票率（７）選挙費

第４７回衆議院議員総選挙 （Ｈ２６．１２．１４ 小選挙区５７．０９％）

比例区 ５７．１０％）

苓北町長選挙 無投票

苓北町議会議員選挙 （Ｈ２７． １．１８ ８０．９１％）

以上の選挙を執行した。

（８）消防費

、 、 。① 消防団員の福利厚生のため 健康診断を継続して実施し ３８名が受診した

② 消防団員の永年勤続の功労に対し、退職消防団員のうち該当者１３名に功労

金を支給した。

③ 現有消防施設の状況は、次のとおりである。

積載車 消火栓 戸別受信機 防災無線小型ポンプ 消 防 倉庫 防 火 水槽

坂瀬川 ４ ４ ４ ３３ ７０ ６８ 子局 ９

志 岐 ５ ５ ５ ４３ ８４ １４３ 〃 １６

富 岡 ４ ４ ４ ２２ ４９ ５５ 〃 ７

都呂々 ４ ４ ４ ５０ ４９ １３０ 〃 １３

機動部 １ １ １ ０ ０ ２６ 親局 １

計 １８ １８ １８ １４８ ２５２ ４２２ ４６

④ 消防団員の規律保持のため、年６回の団員訓練を実施するとともに、各班で

は常時消防資機材の点検を行い非常時に備えた。平成２６年度における火災発

生件数及び消防団員の災害出動状況は次のとおりである。



坂瀬川 志岐 富岡 都呂々 計

火 災 件( 人) 件( 人) 件( 人)1 168 3 182 4 350
その他

水 難

計 件( 人) 件( 人) 件( 人)1 168 3 182 4 350

⑤ 防災行政無線の更新計画（デジタル化）に沿って、屋外子局を現年で１０局

整備した。平成２７年度の１０局整備予定を以て完了の見込みである。

⑥ 老朽化が進んでいた第２分団第３班消防倉庫の改築工事を施工し、消防施設

の整備充実を図った （委託費・工事請負費 １０，６４１千円）。

町民の防災意識の高揚と地域連携による防災組織の確立により、災害の未然⑦

防止に大きな効果をもたらす自主防災組織の結成を各区長に呼びかけ、結成の

促進に努めた。

（ ）平成２６年度結成 ４自主防災会 結成総数 ３１自主防災会 ３５行政区



費 目 別 施 策 と そ の 成 果

２ 税務住民課関係

（１）国民年金事務取扱費

平成２６年度の国民年金加入者は、１，２５６名（対前年度９１人減）である。

保険料収納額は、９７，９０１，３１０円となっており、これに対し給付について

は、年金受給額１，９７２，８６８，９００円である。収納額に対する受給額の割

合は、２０．１倍となっている。

平成２６年度の保険料の収納率は、８４．５％で前年度より２．２％の増である

年度末の未納者は２２４名である。

（２）戸籍住民基本台帳費

平成２６年度における窓口関係利用状況は、下記のとおりである。取扱件数は、

全体で前年度より３６７件の減となった。

戸 籍 住基関係 諸証明 住基ｶｰﾄﾞ 印鑑登録 合 計

3,463 2,781 3,481 5 207 9,937本 庁

174 219 405 0 11 809坂瀬川

167 274 560 0 12 1,013富 岡

152 178 290 0 7 627都呂々

3,956 3,452 4,736 5 237 12,386合 計

（３）斎場費

斎場設備老朽化に伴い、火葬炉設備の更新を行った。

平成２６年度火葬処理状況は、下記のとおりである。

項 目 町 内 町 外 計

大 人 () ( )（大人：１５歳以上）138 2 8 146 2
子ども () ()2 1 0 2 1
改 葬 () ()2 0 0 2 0
計 () ()142 3 8 150 3

平成２４年４月から長井商事(株)と管理協定（指定管理者）

( )は無料。



費 目 別 施 策 と そ の 成 果

３ 企画政策課

企画費では、地域住民の交通利便を確保するため地方バス運行補助として富岡～ 本

渡間、富岡～高浜間の２路線に対して、１７，７６３千円を支出し、同じく天草エア

ラインに対しては、機材維持補助として２，３０８千円を支出した。また、近年意識

が高まっている地球温暖化防止の一環として、新エネルギー及び省エネルギーの推進

として住宅用太陽光発電システム補助を平成２１年度から行っており、平成２６年度

においては、１０件、７５６千円(補助金額は、太陽光電池出力１キロワットあたり２

万円、８万円の限度額、事業所１０キロワットあたり３０万円）で個人住宅用に支出

した。(平成２１年度９件、平成２２年度１９件、平成２３年度２５件(内高効率エネ

ルギー１件 、平成２４年度３４件、平成２５年度２５件））

富岡・長崎航路については平成１７年に町有フェリーを購入して平成１８年度から

指定管理者で行ってきたが燃料の高騰、乗客の減少等で町の支出も増えてきたため航

路のあり方の検討を進め、平成２３年度下半期からはフェリーを廃止し、運航事業所

への補助で平成２５年１０月まで高速船を運航してきた。平成２５年度はこの航路の

存続を目的に平成２５年９月に新会社が設立され１１月から海上タクシーで航路を継

続、平成２６年４月から新高速船での運航を開始するため、新高速船建造費の一部を

補助した。平成２６年度においても長崎天草航路事業補助を行った。

航路に要した経費

平成２２年度(フェリー) ３７，６６９，７６３円

平成２３年度(上半期フェリー、下半期高速船） ２９，２７６，４３２円

平成２４年度(高速船） １８，４７５，１３０円

平成２５年度(高速船、海上タクシー) ２４，５１３，２０４円

高速船分 １７，３１３，２０４円

海上タクシー分 ７，２００，０００円

船舶建造補助 ３２，０００，０００円

平成２６年度（高速船） ２４，６００，０００円

４年に一度の電気のふるさと苓北町産業文化祭を”風光明媚の里に暦をつなぐ文化

の祭典”とのキャッチフレーズの基に開催。町の産業、芸術文化の交流、各種物産展

等未来に向けての発信を行った。

地域間交流費では、本年度も、長崎苓北会、関西・関東ふるさと苓北会の総会に参

加して交流を深めるとともに、ふるさと会の運営費の補助や地域間交流のために行う

スポーツ大会等併せて５６４，２００円を補助し、地域間交流の促進を図った。

統計調査費では、５年毎に行う農林業センサス、商業統計調査を実施した。



４，福祉保健課関係

（１）社会福祉総務費

イ、地域福祉について

①　

②

③

④

⑤

ロ、障がい者福祉について

①

②身体障がい者のうち在宅者に対して福祉年金を支給し、福祉の増進に努めた。

③

④自立支援給付事業により、身体・知的・精神障がい者（障がい児）の福祉増進を図った。

⑤更生医療給付事業により、該当者の身体機能障がいの軽減または改善が図られた。

⑥身体障がい者・障がい児補装具交付事業により、日常生活の利便向上が図られた。

⑦

①重度心身障がい者医療費助成事業 ④自立支援給付事業（身体・知的・精神）

②身体障がい者福祉年金（１人３，０００円） ⑤更生医療給付事業

③障がい者（児）日常生活用具給付事業 ⑥障がい者（児）補装具交付事業

金額（円）件数（件）

2,536

件数（件）

（延べ） 1,865（延べ）

441（延べ）

25

受給者件数（件）

1,397,356116

金額（円）

159,948,319

2,646,714

金額（円）件数（件）

金額（円）給付件数（件）

933,000

金額（円）

311

1,851,880

金額（円）

費目別施策とその成果

地域で見守り支え合う体制づくりを構築するために、関係各団体の集まりである「苓北町
虐待防止対策協議会」を開催し、情報の共有を図った。

民生委員・児童委員協議会と連携し、高齢者や障がい者・児童・生活保護など、地域福
祉の相談業務を行ってきた。民生委員協議会への補助金　1,000,000　円

各地区の公民館や分館を活用して、社会福祉協議会・公民館長・民生委員が協力して、
高齢者の研修やサロンを展開し、地域福祉の推進を図っている。町内　８　カ所で実施。

２０年度から会場を一カ所にして「苓北町戦没者追悼式」を開催している。また、８月９日
には原爆被害者の会が主催している「天草郡市合同慰霊式典」の開催に協力を行った。

1,900,000

給付額(円)

19

件数 備考

結婚一年後

少子化対策の一環として結婚を推進するために、結婚祝い金を支給した。

重度心身障がい者医療費助成事業により、身体障害者手帳１・２級所持者等に対して医
療費の一部負担金の助成を行い、負担軽減を行った。（１医療機関につき、入院 ２，０４
０ 円（月）、外来 １，０２０ 円（月）を超えた額）

身体・知的障がい者・障がい児への日常生活用具給付事業により、日常生活における利
便向上が図られた。

障害者総合支援法に基づく地域活動支援センターをＮＰＯ法人「ひまわりの家」に委託し
た。登録者数 １５ 名、年間委託料 4,000,000 円

給付件数（件）

21,235,643



（２）老人福祉費

①苓北町の老人クラブの状況

②緊急通報システム利用件数 ③寝たきり老人等介護者手当（介護特会で支出）

件 円

④老人福祉施設等入所措置費の状況（入所者数は平成２７年３月３１日現在）

⑤生活支援事業

（３）老人福祉センター費

イ、

（利用状況：下段は前年度）

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

404

梅　寿　荘

事業名

寿　康　園

　平成１８年度から、公共施設の指定管理者制度導入により、苓北町農業協同組合に施設
の管理を委託している。利用者数については、年末年始や臨時休館日を除き開館してきた
が、前年度と比較して減少している。

36 1,858,1402,831,140

　介護保険法の円滑な実施の観点から、高齢者ができる限り寝たきりなどの要介護状態に
陥ったり、状態が悪化することがないように、また、できるだけ自立した生活を確保するための
必要な支援を行うことが重要となっている。

　介護保険サービスの対象外となる高齢者をはじめとする在宅の要援護者に対して、介護保
険事業とは別に苓北町が地域の実情に応じて「支援事業」を実施した。

費目別施策とその成果

緊急通報 対象世帯数

1

手当額

140,000

施設名（養護老人ホーム）

内町負担額（円）補助金（円）会員数（人）クラブ数

1,519

計

老人あん摩・はりきゅう
施術助成事業

措置費（円）

73,067,25429計

天草市

苓北町

所在地

給付費（円）

133

発行者数（人）

利用者数（人）

386

延べ利用者数（人）

231,600

入所者数（人）

2,384,077

70,683,177

1

28

相談

15歳～60歳～

22288247

町内 町外
団体

9665,747

回数券
利用者～15歳15~59歳

宿泊 合計
一日平
均利用
者

57.416,8782,969 8098314,999

～15歳

デイサー
ビス利用
者



（４）児童福祉費

①

②

③

④

⑤

ア、保育所入所運営費の状況

人

人

円

円 ％

円 ％

円 ％

円 ％

円

イ、子育て支援医療費助成状況

ウ、ひとり親家庭等医療費助成状況

エ、誕生祝い金支給状況

43,515,241
107,473,973

343,867,950
329
350

費目別施策とその成果

　町内６カ所の民間保育所で児童に対し保育の実施を行い、児童福祉の向上に努めた。本町
では町独自の保育料算定基準や、３子目以降の保育料を助成するなどの保護者負担の軽減
を行い、子供を安心して産み育てる環境づくりを引き続き行ってきた。

　世帯から二人以上入所した場合、高い児童の保育料を所得階層に関係なく、前年度に引
き続き半額とした。

　児童が３人以上の世帯で、第３子以降が入所した場合、前年度に引き続き３分の１の軽減
を行った。

　乳幼児・児童生徒の医療負担に関し、保護者の負担を軽減するために小学６年生までは
その全額を、中学生はその３分の２を助成した。

　少子化対策と乳児の健全な育成を図るために誕生祝い金を給付した。（第１子 １０，０００
円、第２子 ３０，０００ 円、第３子以降 ５０，０００ 円）

　なお、特別保育事業についても、保育時間延長・子育て支援センター事業のほか保護者
への育児講座、高齢者とのふれあい事業・休日保育事業・障がい児保育事業を実施。ま
た、放課後児童対策事業・園庭開放事業も引き続き実施した。

　以上のように、保育料を軽減することにより国基準額に対する本町の保護者の負担割合
は ５８．７ ％で、県内でも低い割合となっている。

　多子世帯子育て支援事業にも取り組み、第３子以降の児童分保育料を全額助成し、多子
世帯の子育てに対する支援を行った。

軽減額（町負担）

町負担金

県負担金

国庫負担金

保護者負担額

町負担再掲

その他

町外受入３７人
町外施設入所
者９人

備考

町内6保育所

構
成
比

31.3%
18.6%
37.2%
12.9%

63,958,732
127,917,465
44,517,780

保育所運営費

入所児童数

入所児童定数

項　目 人数又は金額

助成金額（円）件数（件）世帯員（人）世帯数（世帯）

2,159,4981,03820178

助成金額（円）受診者数（延べ人数）対象者数（人）

20,097,6154,984904

1,610,000

支給金額（円）

57
16
20
21

支給人数（人）

50,000
30,000
10,000
金額（円）

計

第3子以降

第2子

第1子

区分



（５）保健衛生総務費

①乳幼児健診

②健康教育

③妊婦の健康診査 （受診結果）

人 人 人 人

（６）健康づくり推進費

①栄養教室

回 回

人 人

②健康相談・健康教育事業実施状況

回 人

回 人

費目別施策とその成果

　将来を担う子どもたちが心身ともに健やかに育つように、乳幼児健診を始め健康教育・妊婦
の健康診査を実施した。

3歳児健診

2歳児歯科健診

7ヶ月児健診

3ヶ月児健診

項目

1歳6月児健診

62

52

47

57

60

対象児数（人）

62

97.9%

100.0%

100.0%

受診率

46

57

60

受診児数（人）

46

よちよち学級 52 25

100.0%

88.5%

受診率（％）

59.7

48.1

項目 対象児数（人） 受診児数（人）

離乳食講習会 62 37

要治療要精検要指導異常なし

502640576

妊娠の届出（人） 実人員（人） 延べ人員（人）

57 90 692

新生児等家庭訪問
実施数（回）

妊産婦

幼児

乳児

未熟児

新生児

61

20

39

13

17

　保健推進員51名との連携による各種健診（検診）の啓発活動や、食生活改善推進員による
普及活動、高血圧教室・健康相談等を実施し健康意識の向上に努めた。

58

8

食改養成講座

146

10

食改育成講座

参加者数

開催回数

集団健康教育 52 2,021

項目 回数 参加者数

健康相談 5 684



（７）各種健（検）診事業

（各種健（検）診については一年遅れで数値が確定するので２５年度分を計上）

①各種健（検）診受診状況

（８）食生活改善推進協議会

①食生活改善推進員活動状況 人

（９）新たな予防接種事業の取組み

Ｈｉｂ（ヒブ）

肺炎球菌

決算額(円)

2,162,000

1,717,000
予防接種の種類

出席者数（人） 825
153

634
459

集会（集団）対話や訪問

同上

高齢者

対象者

肺炎球菌 2,744,000 ５歳児未満対象

　国の施策により、新たな予防接種事業に取り組んだ。

回数（回）

　栄養教室修了者が推進員となり、食生活改善の普及活動を通じて町民の健康づくりの認識
を高め、健康の保持増進に努めた。

80◎推進員数

費目別施策とその成果

　生活習慣病やがん等の早期発見・早期治療を目的に、40歳以上の方（子宮頸がん検診につ
いては20歳以上）を対象に各種健（検）診を実施した。

特定健康診査

275745.6%7611,669

積極的
支援
（人）

動機付
け支援
（人）

受診率
受診者
数（人）

対象者
数（人）

大腸がん検診

子宮がん検診

対象者
数（人）

受診者
数（人）

受診率
要精検
者数
(人)

内がん
発見者
数（人）

27.3%9753,567

受診率
受診者
数（人）

対象者
数（人）

9873,567

内がん
発見者
数（人）

要精検
者数
(人)

受診率
受診者
数（人）

対象者
数（人）

肺がん検診

2,283 575 25.2% 4

受診率
受診者
数（人）

対象者
数（人）

乳がん検診

13815.8%5643,567

受診者
数（人）

対象者
数（人）

0

26327.7%

93

要精検
者数
(人)

2

内がん
発見者
数（人）

予防接種30,000風疹予防接種

特定保健指導

61.9%5284

指導率
指導済者数
（人）

対象者数
（人）

1,459
612
計

胃がん検診

12927.0%5742,127

内がん
発見者
数（人）

要精検
者数
(人)

内がん
発見者
数（人）

要精検
者数
(人)

受診率



費 目 別 施 策 と そ の 成 果

５ 水道環境課

（１）環境衛生費

①地区内の環境保全のため、一斉消毒の実施行政区に対し、衛生害虫駆除用として

殺虫剤を配布した （ＤＰＦ煙霧剤２１０ℓ、スミチオン乳剤２００ℓ）。

②町内１５箇所の水質調査、ダイオキシン類の調査を実施し、結果を公表した。

③環境基本条例に基づく「苓北町環境基本計画」に沿った、環境審議会を開催し、

事業の実施状況について検証した。

（２）清掃総務費

①町民の一般廃棄物分別に対する意識の高揚を図るため、行政区ごとに一般廃棄物

処理対策推進委員を委嘱し、委員会議を開催した。

②平成２６年度のし尿処理量は４２７．０ＫＬ（前年比９８．８％ 、浄化槽汚泥）

１，５９９．５ＫＬ（前年比１０６．６％）で、富岡浄化センター敷地内の前処理

施設へ搬入し、富岡浄化センターで処理をした。

（単位：ＫＬ、％）

年度 し 尿 浄化槽汚泥 合 計 備 考

数 量 対前年比 数 量 対前年比 数 量 対前年比

501.7 95.5 1.516.6 100.1 2,018.3 99.0２３

483.6 96.4 1,441.4 95.0 1,925.0 95.4２４

432.3 89.4 1,499.9 104.1 1,932.2 100.4２５

427.0 98.8 1,599.5 106.6 2,026.5 104.9２６

（３）塵芥処理費

①資源物の分別を働きかけた結果 「資源物有償収入」として２，４４５千円の収入、

があった。ゴミ処理については収集運搬委託料として臨時収集も含め２８，７３９

千円，天草広域連合への負担金として１００，２７６千円を支出した。

(単位：トン・％）

年度 可燃物 不燃物 小 計 資源物 生ごみ 小 計 合計 備考

996 311 1,307 315 232 547 1,854２３

994 308 1,302 322 233 555 1,857２４

1.036 344 1,380 321 241 562 1,942２５

1,065 312 1,377 319 217 536 1,913２６

102.8 90.7 99.8 99.4 90.0 95.4 98.5前年比

②海岸漂着物地域対策推進事業及びボランティアによる不法投棄ゴミや海岸漂着物

ゴミの回収を行った。



費 目 別 施 策 と そ の 成 果

６ 農林水産課

（１）農業振興費

①農村、農地環境保全対策として、農地集落に交付金を交付した。

＊中山間地域等直接支払交付金事業 １７地区 ６，２６１，７６６円

＊多面的機能支払事業 ３地区（志岐 、都呂々 、轟 ）229ha 16ha 1 ha
４，６１６，０３０円

②農業経営安定及び生産力確保対策として、農協及び農家に対し各種補助をすると

ともに、水田経営の安定対策に取り組んだ。

＊農業振興補助金 ３，２５７，０００円

先進地研修、越冬完熟促進対策（袋補助 、樹園地マルチ被覆（ 戸、 ）） 3 21a
ミカン優良系統更新、生分解性マルチ導入（ 戸、 、41 20.9ha）
河内晩柑落下防止対策（ 件 、土壌分析推進（ 地点、 戸）17 8 7）

＊鳥（ヒヨ、カモ等）レタス被害防除施設補助 １，１４３，０００円

防鳥ネット（ 戸、 ）19 3.65 ha
＊経営所得安定対策事業 事務費 １，５３１，０００円

米の直接支払交付金と水田活用の直接支払交付金（国交付金）

申請戸数：３６８経営体、作付け面積：２３０．５ｈａ

交付金額 ３８，１６６，８００円

、 。③農業後継者の確保のため 青年就農者の独立や自営就農支援の給付金を交付した

＊青年就農給付金事業 対象者７名 交付金額 １３，５００，０００円

４５歳未満の新規就農者に対し、年間１５０万円が５年間、交付される。

平成２６年度当初分（半年分７５万円×２名、１年分１５０万円×５名）

補正分（半年分７５万円×６名）

（２）畜産業費

①優良繁殖牛等の導入により後継牛を確保し、農家経営の安定を図った。

＊優良家畜導入事業補助金 １，７２０，０００円

県補助対象牛：１９頭（育成牛１９頭）

町補助対象牛：２３頭（育成牛２１頭、搾乳牛２頭）

（３）農地費

①梅雨前線豪雨による被災した農地の復旧支援を実施した。

＊農地等小災害復旧事業補助金 ２０件 １，８９７，０００円

②農地を効率的に利用する地域の担い手農家に、農地の利用集積を推進した。

＊農地有効利用事業補助金（貸し手及び借り手） １，９２７，５２１円

利用権設定面積 田：１０．９０ｈａ、畑：９．４ｈａ



費 目 別 施 策 と そ の 成 果

（４）林業振興費

①適切な森林管理のための施業経費に対する、山林所有者の負担軽減を図った。

＊森林環境保全整備事業補助金 ９，８７７，０００円

対象面積：１２７．４４ｈａ（間伐１２７．４４ｈａ 作業道５，１４０ｍ）

②有害鳥獣による農作物等の被害防止対策を実施した。

＊防護施設（電気柵等）の設置補助金 ６５件 １，７８４，０００円

＊有害駆除で箱罠、くくり罠等により、イノシシ４９４頭を捕獲した。

駆除報奨金 ３，９５２，０００円

（５）水産振興費

①水産経営安定及び生産力確保対策のため、各種事業補助を実施した。

＊種苗放流事業補助 車エビ１５０ｋｇ・赤ウニ３６，１５３個

８５０，０００円

＊水産物特産品販売対策事業補助

チラシ制作、カタログ掲載料、粒ウニ容器、化粧箱等

特産品である生ウニ、岩かき、ひおうぎ貝のブランド化を図った。

４００，０００円

＊藻場再生等事業補助

苓北管内海域の藻場をガンガゼによる食害防止のため駆除費を補助した。

８００，０００円

（６）漁港建設費

①海岸保全及び臨港道路整備のための新設工事を継続施工した。

＊志岐漁港海岸保全施設整備事業（ 平成２５年度繰越分）

１５，３９４，００５円 水叩工・防風ネット設置

＊志岐漁港海岸保全施設整備事業（ 平成２６年度分）

８，６９１，５１４円 植栽工一式

＊漁村再生交付金事業

・志岐漁港臨港道路整備（平成２５年度繰越分）

２９，０５５，７９１円 護岸工７０ｍ

・志岐漁港臨港道路整備（平成２６年度分）

１２０，９０２，２７３円 ２号橋橋梁下部工一式



費 目 別 施 策 と そ の 成 果

７ 商工観光課
（１）商工費

①商工業振興のために、苓北町商工会へ補助金を支出した。
運営補助 ４，０００，０００円
商業活性化補助 １，０００，０００円
特産品販路拡大事業補助 ６００，０００円
地域消費拡大事業補助 １，０００，０００円
不況対策事業補助 ２，９９６，７００円

②町内商工業者の施設整備資金、経営安定化資金借入金の利子補給補助を支給した。
２業者 ２６９，３１８円

③消費生活相談会を開催するとともに、広報誌、防災行政無線、啓発冊子を通じて
被害防止の啓発に努めた。

④天草陶石研究開発推進協議会へ負担金を支出し、春と秋の窯元めぐりを開催し、陶磁
器の普及に努めた。

春の窯元めぐり
来客数延べ ２２，８２４人
売上額 １５，６１３，０００円

秋の陶芸まつり
来客数延べ ５，４７１人
売上額 ４，７４６，０００円

（２）観光関係
①町内公共観光施設トイレ等清掃のためｸﾘｰﾝﾊﾟﾄﾛｰﾙを巡回させ清掃美化に努めた。

②美しい環境づくりのため、町内４４団体に苗、種子、球根（ユリ、水仙 、肥料を）
配布し花いっぱい運動を推進した。

③苓北町観光ボランティアガイド協会の啓発を行った。

④国立公園、観光施設の清掃維持管理を実施した。

⑤第２５回「苓北じゃっと祭」を実施した。
観客動員数：９，５００人

⑥第２０回吟詠「泊天草洋」全国大会を実施した。
コンクール参加者 独吟一部 ４９名(欠吟６名）

独吟二部 ４９名(欠吟３名)
合吟(５組） ２５名
計 １２３名(欠吟９名）

（県外参加者 ２７名 県内９４名 地元２名）



費 目 別 施 策 と そ の 成 果

⑦観光振興のために苓北町観光協会へ補助金を支出した。

⑧木場みどりの会・観光協会とタイアップして天竺ツツジ祭り、天竺登山を実施
した。

天竺ツツジ祭参加者 約６００人
天竺登山者 ２３４人 イベント参加者５０名
特産品売り上げ約２００，０００円

⑨天草市・上天草市・苓北町で結成された天草ジオパーク構想推進協議会で、日本ジオ
パーク認定に向け取り組み、８月に認定をうけた。

、 、 。⑩オルレ認定に向けて取り組み １０月に認定を受け ２月にオープン事業を実施した

⑪天草で唯一の福者に列せられた、アダム荒川を顕彰するために、アダム荒川の記念広
場整備工事を行った。 工事費 ２８，６４１，８２９円

（３）温泉センター関係
①温泉センター管理運営委託料を指定管理者苓北町商工会へ支出し、温泉センター
の利用を図った。

利用者数 町内 ５５，８２３人
町外 １９，３０４人
計 ７５，１２７人

②温泉センター法面が軟弱地盤化し、石積がはらみ、崩壊の危険性があったため、復旧
工事を行った。 工事費 １９，７４１，５２０円

（４）富岡ビジターセンター関係
①熊本県自然保護課との事務委託の契約を締結し、管理運営を実施した。

入館者数 ３０，３６０人



費 目 別 施 策 と そ の 成 果

８ 土木管理課

（１）財産管理費

● 町有地４箇所を売却した。

販売金額 ２，８７０，８０４円

● 苓北町拠点避難地整備・大手門石垣整備・百間土手整備・アダム荒川記念

広場整備事業等用地取得

用地購入 ６５６５㎡ ２４，８５９，７４１円,

（２）道路改良費

● 繰越工事により道路改良１路線を施工した。

改良工事 ４，８７０，６６６円

● 現年度改良工事として７路線、舗装６路線を施工した。

改良工事 ４１，４１０，２４６円

舗装工事 １６，８１２，７６９円

（３）橋梁費

老朽化した橋梁４橋の補修工事を施工した。

１０，８０９，１３６円

（４）港湾管理費

上津深江港の改修工事を施工した。

１２４，８３１，３６９円

（５）住宅管理費

町営住宅外壁等の改修工事を施工した。

１２，３１１，０８０円

（６）消防費

上津深江地区広域避難地法面工事を施工した。

９，９２４，５１４円



費 目 別 施 策 と そ の 成 果

９ 教育委員会関係

（１）町内の小中学校に勤務する教職員に対して、教育課程、授業参観指導、校長

・教頭面談、その他学校教育に関する専門的事項の指導をするため学校教育指

導員を引き続き設置し、教職員の指導強化を行った。また、授業づくり研修会

、教育研究法研修会の開催、教育論文の募集等を行い、教職員個々の授業実践

力の向上を図った。さらに、平成２７年度から小学校教科書の改訂が実施され

ることに伴い、各教科年間指導計画も見直しが必要となり、苓北町教育委員会

では、理科を担当し、指導計画を作成した。

（２）平成５年度から制度化している地元中学校から熊本県立苓洋高校への入学生

の保護者に対し、入学準備金を１６名に支給した。

（ ） 、 、 。３ 小中学校の英語指導のため 英語指導助手を雇用し 語学力の向上を図った

（４）奨学資金として高校生１１名、大学生等１４名の計２５名に７，４６４千円

の貸し付けを行った。

（５）児童・生徒の読書を推進するために、希望の図書を１人あたり２冊購入でき

る「子ども図書推薦制度」により引き続き学校図書の購入を行った。特に児童

生徒の読書への関心をさらに高めるために、平成２５年度から始めた小学校で

のブックキャラバンを平成２６年度も実施し、自分の読みたい本、好きな本を

直接選ばせ読書意欲を高めた。また、引き続き学校司書１名を町で雇用し、よ

り良い学校図書室づくりに努めた。

（６）教育効果を高めるために、以下の事業を実施し教育環境の整備を行った。

①施設整備

学校施設環境改善交付金事業及び地域の元気交付金事業を活用し、学校施

設の整備に取り組んだ。

事業概要は、（ア）志岐小学校校舎太陽光発電設備設置（３０ｋｗ増設）、（イ）志

岐小学校旧屋内運動場解体、（ウ）志岐小学校新屋内運動場外構整備、（エ）志

岐小学校旧屋内運動場跡地整備（オ）苓北中学校屋内運動場防災機能強化、

（カ）苓北中学校施設改修の６件である。

また、小路漁港前スク－ルバス停駐輪場設置工事を施工した。

②町内３中学校の統合事業

町内３中学校の統合に向けての最終年度となり、３つの専門部会を中心と

して統合についての協議が整い、平成２７年度に新生「苓北中学校」の開校

が決定した。各中学校の閉校式及び記念式典がそれぞれ開催された。

また、廃校となる坂瀬川中学校及び都呂々中学校の施設及び跡地について

は、それぞれ跡地利用検討委員会を設置し検討の結果、活用方策の提言を受

けた。

特別支援教育③

支援を必要とする児童生徒への対応のため、町内４小学校及び１中学校に

特別支援教育支援員８名を配置した。

（７） 熊本県立苓洋高校へ同校の振興策である入学推進事業に対し助成し、天草

拓心高等学校マリン校舎（平成２７年度入学から）希望の中学生に体験入学

を実施させる等生徒募集に貢献した。

（８）各学校における教職員の資質向上、児童生徒の学力向上を図るために、学校

指定研究補助、クラブ活動補助等の教育活動推進に係る助成を実施した。



費 目 別 施 策 と そ の 成 果

（９）社会教育施設の充実を図るために次の事業を実施した。

①地域住民が地域の分館を基盤として、住民の連帯感を深め、温かい心のふれ

あう分館活動を促進するため、分館修改築事業として、内田区分館空調設備等

工事ほか計１件に補助し、各区の地域活動推進のための環境整備の充実を図っ

た。

②都呂々公民館においては、危険防止のため、使用しなくなったグラウンド照

明の撤去を行った。

( )町民の学習活動を支援するため、各層にわたる社会教育事業を実施した。10
、 。①家庭教育の向上を図るため 町内各校区において家庭教育講演会を実施した

②公民館において各種講座を開設した。

( )生涯学習町づくり推進のため、以下の事業を実施した。11
①学校における生涯学習推進事業

②「苓北セミナー」の開催 （年間９回開催）

差別のない明るい町づくりを進めるため 苓北町人権教育・啓発基本計画 平（ ） 、 ［12
成 年 月 日策定］に基づき、人権学習会、子ども人権学習会、人権啓発22 10 1
のぼり旗の設置などを行い、人権教育の啓発を図った。

( )文化振興・文化財保護のため、次の事業を実施した。13
①各地区文化祭の開催

②歴史講座、各種コンサート、松野明美氏講演会などの開催

③都市再生整備計画事業により、富岡城跡関連遺構の整備に取り組んだ。

主な事業は （ア）富岡城二の丸長屋・角櫓整備 （イ）富岡城跡出丸整備、、 、

（ ） 、（ ） 。ウ 富岡城跡百間土手整備 エ 富岡城跡大手門西側整備の４件である

( )第６９回熊本県民体育祭山鹿大会が開催され、男女ハンドボール、ソフトテ14
ニス、サッカー、男女グラウンドゴルフ、水泳、男子ソフトボール、男女ゲー

トボール、女子バレーボール、男女バドミントン、ボーリング、陸上の１１競

技（１５種目）に１５５名（選手１４９名、役員６名）が出場した。

総合１９位であった。

( )総合型地域スポーツクラブ「クラブれいほく」の自立に向けての補助を引き15
続き実施した 「クラブれいほく」は、平成２１年３月２９日に設立し、同年。

６月１日に活動をスタートした。種目数は１４種目あり、平成２６年度末の実

動種目は６種目、会員数は１７０名である。



費 目 別 施 策 と そ の 成 果

１０ 国民健康保険特別会計

医療制度改革７年目に当たり、平成２６年度の国民健康保健事業を実施した。

具体的には、次の事業について積極的な取り組みを行った。

（１）国保税の収納率については、９・１０月に徴収強化月間を設けるなど努力を

続け、現年度分については９９．４１％（前年度比０．６９％増）の実績とな

った。なお、滞納繰越分の収納率は８．８８％、平成２７年度への滞納繰越額

は１５，１３８，６３９円、前年度比１，０７９，３５４円の減少となった。

（９０，６００円を不能欠損額とした ）。

（２）医療費の適正化対策向上については、医療費通知を各月分６回とジェネリッ

ク医薬品差額通知を年２回該当世帯へ通知し、医療費の節減に努めた。

（３）保健事業では、保険者に義務づけられた特定健康診査・特定保健指導７年目

にあたり、特定健康診査受診率の目標値５３％の達成に向けた取り組みを行っ

た。

これらの結果、歳入総額１，１３１，３４２千円、歳出総額１，１１１，７０

２千円となり、１９，６４０千円の黒字となった。

１ 被保険者の加入状況

平成２６年度における平均世帯数は、１，３３２世帯であり、前年度より２９世

帯の減少となった。また、被保険者数は、年度平均２，２８１人となり、前年度よ

り８６人の減少となった。

２ 保険給付の状況

一般・退職それぞれの給付状況は次表のとおりとなっている。

被保険者数 受診件数 費用額 一人当たり 高額療養費

年度 （人） （件） （千円） 費用額(円) 件数 金額(千円)

2,558 35,903 837,575 327,434 1,188 81,306２０

2,579 38,608 837,024 324,554 1,231 77,886２１

2,466 38,160 874,652 354,685 1,216 81,879一 ２２

2,303 37,225 933,901 405,515 1,520 101,665２３

2,239 36,345 914,836 408,591 1,438 98,408般 ２４

2,177 35,769 848,180 389,610 1,363 83,006２５

2,124 35,145 818,850 385,523 1,294 85,063２６

2.4% 1.7% 3.5 % 1.0% 5.1% 2.5%伸率 - - - - -



費 目 別 施 策 と そ の 成 果

被保険者数 受診件数 費用額 一人当たり 高額療養費

年度 （人） （件） （千円） 費用額(円) 件数 金額(千円)

226 4,260 95,842 424,080 134 12,005２０

194 3,316 46,940 241,959 27 2,115２１

231 4,088 81,541 352,991 61 7,395２２

236 4,244 77,584 328,746 72 6,716退 ２３

208 3,736 72,453 348,332 94 7,399２４

190 3,603 66,211 348,479 83 6,878職 ２５

157 3,014 56,545 359,968 60 5,290２６

17.4% 16.3% 14.6% 3.3% -27.7% 23.1%伸率 - - - -

2,784 40,163 933,417 335,279 1,322 93,311２０

2,773 41,924 883,964 318,775 1,258 80,001２１

2,697 42,248 956,193 354,539 1,277 89,274合 ２２

2,539 41,469 1,011,485 398,379 1,592 108,381２３

2,447 40,081 987,289 403,469 1,532 105,807計 ２４

2,367 39,372 914,391 386,308 1,446 89,884２５

2,281 38,159 875,365 383,764 1,354 90,353２６

3.6% 3.1% 4.3% 0.7% 6.4% 0.5%伸率 - - - - -

その他の給付費

前年度比項 目 年度 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６

13 5 7 12 10 10 0出産育児 件数

5,060 1,680 2,940 4,890 4,200 4,200 0一時金 金額（ ）千円

16 13 21 12 14 14 0件数

480 390 630 360 420 420 0葬祭費 金額（ ）千円

368 323 306 272 267 213 54はりきゅう. 件数 -

221 194 184 163 160 127 33施術助成 金額 -（ ）千円

３ 無受診世帯の状況

前年度比地区名 年度 ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６

17 6 2 0 2 2 0坂瀨川

38 9 7 7 5 4 1志 岐 -

24 4 5 5 0 2 2富 岡

11 1 1 2 3 6 3都呂々

90 20 15 14 10 14 4合 計



費 目 別 施 策 と そ の 成 果

４ 医療費多額世帯及び多受診者の状況（国保全世帯）

年間を通じて６００万円以上の医療費多額世帯は５世帯であり、年間の世帯での

最高医療費は、２１，２２３千円、月平均１，７６９千円の費用額であった。

また、１世帯で１ヶ月分の最高医療費は、６，７８３千円。１人あたりの年間最

高医療費は、２１，２２３千円であった。年間を通じて４５件以上受診した多受診

者は７名、最高５０件で、１ヶ月平均４．０件受診していることになる。

５ 国民健康保険の保健事業活動状況

（１）被保険者への啓発活動

平成２０年度から医療保険者に義務づけられた特定健康診査・特定保健指導の

周知のために、被保険者証更新時に宣伝物配付と説明を行った。

また、年度途中において未受診者に対し、保健推進員を通じて個別に受診勧奨

の文書を配布した。

（２）健康診査について

特定健康診査・特定保健指導の結果は次のとおりである。

対象者 受診者 受診率（ ) 動機付け支援 積極的支援%
1,677 787 46.9 53 39

（暫定値）

人間ドック受診者は３３０名で、健診機関に５，８０４千円の委託料を支払っ

た。受診者は前年度比１４名の減少となった。健診の結果、要精検者が判明し、

早期発見と早期治療で医療費の節減に効果があったと思われる。

（３）高額医療費資金貸付基金の利用状況について

この基金は昭和６３年１０月に設置され、高額療養費を受ける世帯に対して一

部負担金を支払うための資金を貸し付けるものであるが、入院にかかる高額療養

費が現物給付化されたことにより利用者は減少し、平成２６年度は前年度に引き

続き貸付基金の利用者はなかった。

（４）その他

温泉施設利用券（会員券）購入者７５名に対して２８１千円の助成を行った。

助成申請者は前年度比２名の増加である。



費目別施策とその成果（平成２６年度）

１１ 苓北町介護保険特別会計

介護保険は平成１２年４月から介護を社会全体で支え合う制度として発足したもので、第

５期事業計画（平成２４～２６年度）の最終年度である。保険者を町とし、住所を有する６

５歳以上の者（住所地特例者を含む）が第１号被保険者、４０歳以上６５歳未満の医療保険

加入者が第２号被保険者となっている。

第５期までは、軽度者を改善、重度化させないように予防重視型システムが確立され、併

、 。せて要介護認定される前の特定高齢者を把握し 介護予防する地域支援事業実施されている

また、軽度者の方や、地域の高齢者を総合的に支援する地域包括支援センターを町直営で保

健センターへ設置し、相談業務や介護予防ケアマネジメントを実施している。
介護に要する財源は公費50％（国25％、県12.5％、町12.5％ 、保険料50％（第1号被保険）

者21％、第２号被保険者29％）となっている。
保険料のうち、第１号被保険者（６５歳以上）収入額は 130,195,700円であり、うち特別

徴収分は 120,040,900円、普通徴収分は 10,042,000円。滞納繰越分は 112,800円で、現
年度分の収納率は 99.65％であった。
また、介護給付費は居宅介護サービス給付費及び施設介護サービス給付費の増により、対

前年3.9％増の総額 826,181,569円となった。

①人口統計と被保険者数（平成２７年３月末）
総人口 ７，７３１人

第１号被保険者（65歳以上） ２，７７４人

②要介護認定者数（平成２７年３月末 単位：人）
要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

１号被保険者 ５２ ６４ ８５ ８７ ６８ ７０ ５１ ４７７
２号被保険者 １ １ １ １ ０ ２ ０ ６
総 数 ５３ ６５ ８６ ８８ ６８ ７２ ５１ ４８３

③居宅介護（介護予防）サービス受給者数（平成２７年３月分 単位：人）
要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

１号被保険者 ３４ ４５ ４６ ５０ ２１ １２ １５ ２２３
２号被保険者 ０ ０ １ １ ０ ０ ０ ２
総 数 ３４ ４５ ４７ ５１ ２１ １２ １５ ２２５

④地域密着型（介護予防）サービス受給者数（平成２７年３月分 単位：人）
要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

１号被保険者 １ １ ９ １７ ９ １２ ６ ５５
２号被保険者 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０
総 数 １ １ ９ １７ ９ １２ ６ ５５

⑤施設介護サービス受給者数（平成２７年３月分 単位：人）
介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護療養型医療施設 計

１号被保険者 ４５ ７７ １ １２３
２号被保険者 ０ １ ０ １
総 数 ４５ ７８ １ １２４

⑥介護給付実績（平成２６年度計 単位：円）
介護サービス ７６４，０４８，１１３
介護予防サービス ４３，０３８，２０９
高額介護 １８，４５６，３７３
審査支払手数料 ６３８，８７４
合計 ８２６，１８１，５６９



費 目 別 施 策 と そ の 成 果

１２ 後期高齢者医療特別会計

１．制度の概要

（１）対象者（平成２７年３月末現在）
　　　○７５歳以上の方 １，６６５人
　　　○６５歳以上７５歳未満で一定以上の障がいのある方 ２２人

（２）被保険者数（平成２７年３月末現在）
　　　○熊本県後期高齢者医療広域連合 ２７０，８８４人
　　　○苓北町 １，６８７人

（３）保険料
　　　○個人ごとに算定された額を一人ひとりが納付し、原則として年金から天引き
　　　　　均等割額　４７，９００円　　　所得割率　９．２６％　　　保険料最高限度額　５７万円

（４）被保険者の一部負担割合
　　　○１割負担（現役並み所得者は、３割負担）

（５）制度の運営財源
　　　○公　費 　　５割（国４　：　県１　：　市町村１）　
　　　○支援金　　４割（国民健康保険、健康保険組合、共済組合など）
　　　○保険料　　１割（被保険者保険料）

（６）運営主体
　　　○熊本県後期高齢者医療広域連合（県内４５市町村で構成）
　　　　　・被保険者の資格管理等
　　　　　・保険料の賦課決定等
　　　○苓北町
　　　　　・各種申請書や届出の受付などの窓口業務等
　　　　　・保険料の徴収等

（７）苓北町の医療費（平成２６年度）
（単位：円）

費用額 高額療養費（現物・償還） 療養費
1,652,452,700 40,470,667 2,169,912

（８）健康診査の実施
　　　　町内４医療機関に業務を委託し、健診を実施しました。

受診者数 （単位：人）

　 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度
419 386 473 319 413

（９）後期高齢者訪問指導事業の実施
※対象者 平成２５年度および平成２６年度の後期高齢者健康診査受診結果をもとに、高血圧、糖代謝、腎機能、
　　　　　　　　脂質代謝、の項目数値が受診勧奨判定値を超えている方を対象者として保健指導員（嘱託職員）が
　　　　　　　　訪問し、健診結果と生活との関連について説明し、必要に応じて健康相談を行った。
※訪問実績 高血圧：重症化予防６１名　発症予防８名　　　糖代謝：重症化予防１３名　発症予防６４名

脂質代謝：重症化予防４０名　発症予防１４名　　　腎機能：重症化予防１０名　発症予防０名
合計２１０名（のべ人数）

　　７５歳以上の高齢者（一部６５歳以上）は、平成２０年４月から創設された「後期高齢者医療制度」で医療を
 受けることになっており、苓北町では、保険料の徴収及び各種申請の受付などの窓口業務等を行いました。
　
　　保険料収入額は６３，６７０，０００円で、特別徴収分が４９，４２６，８００円、普通徴収分が１４，２４３，２００円　
 滞納繰越分は４７，２００円で、現年賦課額と滞納繰越分の合計で、収納率は９９．９２％となりました。



費 目 別 施 策 と そ の 成 果

１３ 水道特別会計

坂瀬川・西川内、鶴、志岐・上津深江、都呂々・富岡の４簡易水道で、各家庭、

事業所等へ水道水の供給を行っている。今年度は安全で安定した水道水の供給のた

め以下の工事を実施するとともに、水質管理と各施設の適正な維持管理、漏水等の

早期発見・修理を最重要課題として、日々の管理の徹底に努め、水道管理費として

総額で１０１，２５６千円を支出した。

西川内第１水源ポンプ取替工事 ５３１，９００円

町道西原向田線配水管布設替工事 ３，３４０，６１０円

西川内第１水源ポンプ更新工事 ９９３，６００円

また、浄水場等の電気料金として１８，５０３千円、薬品代として５，０１２千

円、漏水修理等の修繕料として９，３６９千円、土曜・祝祭日等の水道施設管理委

託料として５，０１１千円、都呂々ダム共同管理費負担金として７，９９５千円を

支出した。

また志岐浄水場から志岐配水池までの石綿管について、平成２６年度から３カ年

、 、計画で熊本県が施工する 農業用石綿管の撤去工事にあわせて撤去してもらうため

志岐地区特定農業用管水路等特別対策事業負担金の平成２６年度分として熊本県に

６，３００千円支出した。

起債償還元金として１３９，５１３千円、起債償還利子として２６，４０４千円

を支出した。その結果平成２６年度末の起債残高は、９３９，６６０千円で、前年

度末残高１，０７９，１７３千円に対して１２．９％の減となった。



費 目 別 施 策 と そ の 成 果

１４ 下水道特別会計

平成１２年度の供用開始から１４年が経過し、上津深江地区汚水幹線のマンホー

ル（１３基）において硫化水素による腐食が進行したため、防護工事を行った。

上津深江第１号汚水幹線マンホール防護工事 １６，４６７，２３３円

財源内訳 社会資本整備総合交付金 ６，５００，０００円

起債（下水道事業債） ９，９００，０００円

一般財源 ６７．２３３円

また、管路施設の老朽化が進み、今後維持管理費・改築費の増大が予想されるた

め、予防保全型の管理方式を導入することにより、管路施設の延命化、維持管理や

改築に要する費用の平準化を図る目的で、長寿命化計画を策定した。今年度は管渠

、 、 、 。の資料収集 現状把握 マンホールポンプ場の現状把握 改築計画の策定を行った

苓北町下水道長寿命化計画策定業務委託 １５，４４４，０００円

財源内訳 社会資本整備総合交付金 ７，７００，０００円

一般財源 ７，７４４，０００円

下水道管理費として上記の工事費、業務委託費を含み全体で１４８，０５５千円

を支出した。その他の主なものは処理場等の維持管理委託費３１，７５４千円、汚

泥運搬処分委託費９，０６７千円、処理場・マンホールポンプ場の電気料等光熱水

費１８，９７２千円、マンホールポンプの修繕などの修繕料１１，７８９千円であ

る。

起債元金償還金として１４７，１７８千円、利子償還金として５５，７１９千円

を支出した。その結果平成２６年度末の地方債現在高は、２，７４７，９０８千円

となり、前年度末２，８８５，１８６千円に対して、４．８％の減となっている。

下水道水洗化率の推移は以下のとおりとなっている。

（単位：人、％）

年 度 人 口 供用区域内人口 水洗化人口 水洗化率

平成２２年度 ８，２４９ ６，３０４ ５，２８５ ８３．８

平成２３年度 ８，０６８ ６，１７４ ５，２４９ ８５．０

平成２４年度 ８，０４９ ６，１８４ ５，３０３ ８５．８

平成２５年度 ７，９２３ ６，１０４ ５，２７０ ８６．３

平成２６年度 ７，７９２ ６，０２６ ５，２４６ ８７．１



費 目 別 施 策 と そ の 成 果

１５ 農業集落排水特別会計

農業集落排水事業は、下水道区域からは離れているが、集落がまとまっている坂

瀬川鶴地区と木場地区で事業を実施した。

鶴地区は平成１１年４月、木場地区は平成１４年４月に供用を開始し、それぞれ

１６年と１３年が経過したため、施設の不具合等も発生するようになった。そこで

平成２５年度に今後の維持管理、補修計画等も考え、機能診断調査を行った。平成

２６年度はその調査結果を基に、熊本県の補助を受け、鶴・木場地区農業集落排水

処理施設最適整備構想策定業務を熊本県土地改良事業団体連合会に委託し、今後の

維持管理、改築計画等を定めた。

鶴・木場地区農業集落排水処理施設最適整備構想策定業務委託

４，０３４，７１５円

財源内訳 農業集落排水事業補助金 ４，０００，０００円

一般財源 ３４，７１５円

農業集落排水管理費として、上記の業務委託費を含め、８，８７７千円を支出し

た。その他主なものは処理施設等運転管理業務委託費１，０１６千円、汚泥汲取料

１，５７９千円、処理施設・マンホールポンプ場の電気料等光熱水費１，０２１千

円などである。

起債元金償還金として９，４３６千円、利子償還金として３，１９２千円を支出

。 ， 、した その結果平成２６年度末の地方債現在高は１５５ １３１千円となっており

前年度末の１６４，５６７千円に対して５．７％の減となっている。

平成２６年度末区域内人口２２８人に対して、水洗化人口２１５人で、水洗化率

は９４．３％である。



費 目 別 施 策 と そ の 成 果

１６ 特定地域生活排水処理事業特別会計

下水道、農業集落排水事業計画区域以外の地区においては、特定地域生活排水処

理事業で合併処理浄化槽を設置して、各家庭における清潔で快適な生活環境の整備

とともに、公共用水域の水質保全に努めている。

平成２６年度は坂瀬川鶴、都呂々松野、涼松地区において、５人槽３基の設置工

事費として２，１９３千円を支出した。平成１０年度の事業開始から平成２６年度

までで４０１基を設置した。

特定地域生活排水処理管理費では、３４，４５６千円を支出した。主なものは合

併処理浄化槽の保守点検、清掃の維持管理委託料として２２，９２０千円、法定検

査手数料として１，６２８千円などである。

起債償還元金として７，２２５千円、起債償還利子として３，５３１千円を支出

した。また３基の合併処理浄化槽設置工事のため１，５００千円の借入を行った。

その結果、平成２６年度末の起債残高は、１８４，４６０千円で、前年度末残高の

１９０，１８５千円に対して３．０％の減となった。



費 目 別 施 策 と そ の 成 果

１７ 宅地造成事業特別会計

（１）宅地造成特別会計

● 宅地分譲事業において財の尾団地１区画（８番）を売却した。

販売金額 ３，４２０，５１８円


